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海外情報

米国におけるトウモロコシ生産の現状
～2016／17年度の豊作見通しを受けて～

調査情報部　国際調査グループ

１　はじめに

　米国におけるトウモロコシの需給状況については、ここ10年の間にエタノール向け需要

の増大や深刻な干ばつによる生産量の落ち込みなどがあり、価格の乱高下もあったが、ここ

数年は豊作の年が続き、価格も安定してきている。

　米国農務省（ＵＳＤＡ）の予測によると、2016／ 17年度も過去最高の生産量が見込ま

れており、同国の主な消費先である、飼料向け、エタノール向け、輸出向けともに増加する

見込みであるが、価格は比較的低水準で推移する見通しである。

　米国のトウモロコシは４期連続の豊作となる見通しだが、ＧＭ品種やＧＰＳを利用した新

技術により単収の増加と増収が達成されているのである。

【要約】

米国は、トウモロコシの生産量、消費量、

輸出量のいずれも世界第１位を誇っており、

世界的なトウモロコシ需給の鍵を握っている

国である。これに対し、日本は、トウモロコ

シの供給量のほぼ全量を海外からの輸入に依

存している世界最大級の輸入国であり、米国

からの輸入が過半を占めている。日本におけ

る輸入トウモロコシの最大の用途は畜産向け

飼料であることから、米国におけるトウモロ

コシの毎年の作況が、日本の輸入に直接的に

影響し、最終的には日本の畜産農家の経営状

況を左右することになるといっても決して過

言ではない。

近年の米国におけるトウモロコシ生産につ

いては、深刻な干ばつによる不作であった

2012/13年度（９月〜翌８月）の翌年度以

降は、３年連続して過去最高レベルの豊作に

恵まれたことから、最近のトウモロコシ価格

は、一時の価格高騰時から比べると低水準で

落ち着きを取り戻している。

米 国 農 務 省（ Ｕ Ｓ Ｄ Ａ ） に よ る と、

2016/17年度においても過去最高の生産量

が見込まれている。本稿では、今シーズンの

生産見通しを中心として、同国の畜産分野に

おける飼料利用、エタノール生産向け利用な

ど、トウモロコシ需給に関する最新の情報を

とりまとめて報告することとしたい。なお、

為替レートは１米ドル＝ 106円（2016 年

10月末ＴＴＳ相場105.86円）を使用し、１

エーカーは0.40469ヘクタール、１ガロン

は3.785リットル、トウモロコシ１ブッシェ

ルは25.4キログラムとした。
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２　米国産トウモロコシの概要

（１）米国の穀物供給量における米国内
向け飼料の位置付け

米国で生産されている主な飼料用穀物に

は、トウモロコシの他にも、ソルガム、大麦、

オート麦があるが、図１の通り、2014 ／

15年度にはトウモロコシは、飼料用穀物生

産量の95％以上を占めた。同国で生産され

たトウモロコシの国内消費については、

2000年以前は飼料等向けが大半であった

が、最近の約15年の間に、同国のエネルギ

ー政策主導の下、エタノールの生産量が劇的

に増大し、エタノール向けの需要量が激増し

た。このため、生産量に輸入量と期首在庫を

加えた国内供給量のうち約34%のトウモロ

コシが飼料等向けに消費された。なお、飼料

等向け、エタノール用以外の需要としては、

輸出、食料用、工業用などがある。

その他の飼料用穀物については、ソルガム

は国内供給量のうち約18%が飼料等向けと

されており、その他の用途で最も多いのは約

75%を占めた輸出であった。輸出先として

は中国が97%を占める一方、日本へも約

７万トンが輸出された。なお、同年度におけ

る１ブッシェル当たりの生産者平均販売価格

は4.0米ドル（１キログラム当たり16.7円）

であった。

大麦の用途別仕向け比率は、飼料等向けが

約15%、輸出が約５％であり、多くは食品

用や工業用であった。なお、同年度における

１ブッシェル当たりの生産者平均販売価格は

5.3米ドル（同22.1円）であった。

オート麦は、米国では国内供給量の半数程

度を輸入しており、そのほぼ全量はカナダ産

である。なお、同年度における１ブッシェル

当たりの生産者平均販売価格は3.2米ドル

（同13.3円）であった。

図１　米国における飼料用穀物の生産量、国内供給量
および飼料等向け消費量（2014／15年度）

資料：ＵＳＤＡ／ＷＡＯＢ
注１：年度はトウモロコシ、ソルガムが９月～翌８月、大麦とオート麦は６月～翌５月。
　２：正円内の数字は国内供給量、点線枠内がうち飼料等向け消費量とその国内供給量に占める割合。
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（２）トウモロコシ生産の概要

米国のトウモロコシ生産は、冒頭でも述べ

た通り、世界最大であるが、同国内の穀物生

産においても最大の生産量と農業生産額を誇

る同国の農業を代表するものである。エタノ

ール向け需要の増大に伴い、トウモロコシの

生産量は目覚ましい増加を見せている。深刻

な干ばつが発生した2012 ／ 13年度の落ち

込みを除いて生産量は増え続けており、中期

的にはまだまだ増え続けそうな勢いを見せて

いる。

ア　品種
トウモロコシは、粒の性質や特徴に応じ、

主にデント種、フリント種、爆裂種、スイ

ート種などに分類されるが、同国のトウモ

ロコシ生産といえば、通常デント種の生産

である。

デント種は、粒が成熟するにつれて冠部

にくぼみ（デント）が形成される。日本で

は、馬の歯のように見えることから、馬歯

種とも呼ばれている。デント種の中でも子

実が黄色のものがほとんどを占めるが、一

部には子実が白色のものも生産されてお

り、メキシコのトルティーヤなど、食用や

工業向けの用途がある。

イ　年間生産カレンダー
トウモロコシの生育は、作付けから収穫

まで、いくつかの段階に分けられるが、そ

の時期は米国内でも気候によりさまざまで

ある。作付け開始時期は、南部では３月初

旬ごろ、北部では４月下旬ごろと、地域に

よってさまざまであるが、以下に同国の一

般的な作付けから収穫までの流れとそれぞ

れの平均的な時期をまとめる（図２）。

図２　米国におけるトウモロコシの作付けから収穫までのカレンダー
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（ア）　作付け期および発芽期：作付け期の

土壌温度が10℃以下では発芽不順が

生じるおそれがあるため、４月上〜中

旬に作付けを開始する地域が多い。作

付け後、土壌温度が10 〜 13℃の場

合約20日間で、16 〜 18℃の場合約

10日間で発芽する。

（イ）　シルキングおよび受粉期：実が成る

種実部の先端からめしべとなる白色の

細長い毛（シルク）を伸ばし、受粉の

準備をするとともに、同期の約１週間

におしべから放出される花粉が、シル

クに付着して受粉する。トウモロコシ

の生産において、この時期の天候が最

も重要と言われており、花粉がシルク

に効率よく付着するためには適切な湿

度が必要である。このため、この期間

に高温乾燥の天候が続くと、受粉障害
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が発生し、結果としてそのシーズンの

不作へとつながってしまうおそれがあ

る。

（ウ）　デント期：子実が固くなっていき、

子実の冠部にデントが生じる段階。乾

燥した気候が望ましく、この期間まで

来れば霜による被害は比較的少なくな

る。なお、同期初期の水分含有率は約

55％である。

（エ）　成熟期：子実が熟していく期であり、

同期初期の水分含有率は約30％であ

る。

（オ）　収穫期：天候を見ながら収穫作業を

進めていく期間である。この期間の不

作リスクは、長雨や大雨による乾燥の

遅れやトウモロコシの倒伏による収穫

の遅れ、品質の悪化である。

写真１　 ネブラスカ州のトウモロコシ畑の様子（デント期）。 
奥に見えるのは同州の生産に特徴的な長いアームによる 
ピボット型かんがい。

写真２　 黄色および白色のデント種 
（ネブラスカ州で８月末に撮影）
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写真３　 トウモロコシ収穫の様子 
（ミネソタ州で10月下旬に撮影）

コラム１　遺伝子組換えトウモロコシの導入状況

　米国を含む世界で遺伝子組換え作物（ＧＭＯ）の商業的な生産が開始されたのは1996年とさ

れており、ＧＭＯは直近約15年間で米国のトウモロコシ生産において一気に導入が進み、現在

では同国のトウモロコシ作付面積の９割以上でＧＭ品種のトウモロコシが生産されている。トウ

モロコシにおいて遺伝子組換えにより付与される特性は、大きく分けて害虫抵抗性（Bt）と除草

剤耐性（Ht）の２つあり、近年では両方の特性を兼ね備えたスタック品種が大半を占めるように

なっている（コラム１図）。

コラム１図　米国のトウモロコシにおける遺伝子組換え品種の割合（作付面積ベース）

資料：ＵＳＤＡ
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　同国政府が食品としての安全性評価などを実施しているものの、一部にはＧＭＯに対するネガ

ティブな見方が世間に存在している状況下において、同国のトウモロコシ生産においてＧＭ品種

の導入が一気に広まった背景は、生産者にとって導入メリットが相当大きかったことに他ならな

い。2014年にＵＳＤＡが公表した生産農家への調査結果によると、導入理由として「単収の増

加」が約75％と圧倒的に多く、「管理時間の短縮と生産管理工程の簡素化」と「農薬コストの削減」

が10%程度ずつという結果であった。

　このように、ＧＭ品種の導入が近年の単収の増加に寄与していることは間違いなさそうである。

コラム図１のように、ＧＭ品種の作付割合は天井に達したように思えるものの、近年では、干ば

つに強い耐干性の品種などが新たに開発され広がり始めていることからも、同国におけるトウモ

ロコシの増産余力は底が見えたとは言い難い状況にあり、まだまだ奥深い底力が秘められている。

ウ　�トウモロコシの主な生産地と大豆生
産との関係
トウモロコシの主な生産地は図３の通

り、中西部のいわゆる「コーンベルト」で

あり、アイオワ州、イリノイ州、ネブラス

カ州、ミネソタ州の上位４州の生産量が全

体の5割超を占めており、これにインディ

アナ州、サウスダコタ州、カンザス州、ミ

ズーリ州、ウィスコンシン州、オハイオ州

を加えた上位10州が全体の８割超を生産

している（表１）。

表１　米国のトウモロコシ生産量上位10州における生産概況

資料：ＵＳＤＡ「Crop Production」
　注：2016/17年度は2016年10月現在の予測値。

区分

2015/16年度 2016/17年度

生産量 作付面積 収穫面積 単収
（１エーカー当たり） 生産量

（千ブッシェル） （千エーカー） （ブッシェル） （千ブッシェル）
アイオワ州 2,505,600 13,900 13,500 198.0 2,673,000
イリノイ州 2,012,500 11,700 11,500 202.0 2,323,000
ネブラスカ州 1,692,750 9,800 9,500 181.0 1,719,500
ミネソタ州 1,428,800 8,500 8,000 186.0 1,488,000
インディアナ州 822,000 5,600 5,410 177.0 957,570
サウスダコタ州 799,700 5,600 5,210 145.0 755,450
カンザス州 580,160 5,100 4,850 147.0 712,950
ミズーリ州 437,360 3,700 3,550 165.0 585,750
ウィスコンシン州 492,000 4,100 3,100 177.0 548,700
オハイオ州 498,780 3,550 3,290 160.0 526,400
全米 13,601,198 94,490 86,836 173.4 15,057,404

また、図４は大豆の主な生産地を示してい

るが、トウモロコシの主な生産地と同様の分

布を示している。これは同国のトウモロコシ

生産農家のほとんどが、一般的に大豆も生産

しているためである。トウモロコシは連作を

続けると地力が低下したり病害虫の影響を受

けやすくなることから、生産農家は、トウモ

ロコシ→大豆→トウモロコシ→大豆といった
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ように、トウモロコシと大豆を輪作している

ケースが多く、地域によっては大麦、小麦、

綿花、ソルガムなどの他の作物がこのローテ

ーションに加わることもある。また、大豆の

資料：ＵＳＤＡ「2012 Census of Agriculture」を基に機構作成。
　注：青い点一つが１万エーカーを示す。

図４　大豆の主な生産地

図３　トウモロコシの主な生産地

資料：ＵＳＤＡ「2012 Census of Agriculture」を基に機構作成。
　注：青い点一つが１万エーカーを示す。
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作付け時期はトウモロコシと比較して若干遅

いことから、トウモロコシの作付けシーズン

に悪天候により作付けが順調に進まない場合

などには、一部の作付けを大豆に切り替える

といったケースも見られる。なお、大豆を搾

油した後に発生する大豆かすは飼料として使

用されている。

いずれにせよ、各農家は、これら両作物を

中心とした価格の動向、所有または賃借して

いる土地のローテーションなどを考慮し、短

期的な観点だけでなく中長期的な観点からも

リスク分散と収益の最大化を目指し、収穫を

終えた冬季に翌シーズンの作付けについて検

討している。近年では、収穫に用いるハーベ

スターなどの多くにＧＰＳが搭載されてお

り、収穫しながらその地点の収量データなど

も同時に収集することができることから、そ

のデータを用いて、種子会社が提供している

サービスなどを活用すれば、図５のように農

地を容易にマッピングすることが可能となっ

ている。さらに、このデータを基に翌年の施

肥量などについて物理的な農地の区画よりも

細かく調整することもできるようになってお

り、このような新たなテクノロジーの導入・

活用が、後述する近年の単収増に大きく貢献

していると言われている。

図５　トウモロコシ生産農地のマッピングのイメージ

資料：機構作成

特に単収が悪い区画

単収が良い単収が悪い

特に単収が良い区画

3　トウモロコシの需給状況

（１）2016／ 17年度の生産見通し

トウモロコシの生産量は「収穫面積（作付

面積）×単収」で見通すことができ、ＵＳＤ

Ａは毎年５月以降毎月、トウモロコシ生産予

測を含めた需給見通しを公表している。

2016 ／ 17年度については、当初から作付

面積が前年度比約6.4％増加することによる

生産量の増加が見込まれていたが、2016年

８月公表の見通しにおいて、単収が過去最高

となることによる上方修正がなされた。その

後、10月公表の予測においては若干の下方

修正があったものの、過去最高の単収と生産

量が見込まれている。

また、品質面の詳細については、収穫が未

だ進行中である2016年10月現在では言及
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できない部分も多いが、一部地域では疾病の

発生などが報告されているものの、生産農家

などからの聞き取りにおいては概ね良好とい

う感触であった。

この過去最高の豊作については、作付面積

が昨年度から増加した側面はあったものの、

図６の通り、過去に今年度以上の作付面積だ

った年度もあり、単収の増加によるところも

大きい。単収は中長期的に増加を続けており、

特に近年の増加傾向は、ＧＭ品種の導入と

ＧＰＳなど新たなテクノロジーの導入などが

主な要因として挙げられる。ただし、近年で

も2012 ／ 13年度には干ばつによる凶作が

見られたように、こうした増加要因は、あく

まで天候に恵まれてこそのものであることを

忘れてはならない。

資料：ＵＳＤＡ
　注：2016/17年度は2016年10月現在の予測値。
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図６　トウモロコシの作付／収穫面積および単収の推移

写真４　2016／17年度に収穫されたトウモロコシ
（ミネソタ州で10月下旬に撮影）
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（２）消費動向

図７のように、米国におけるトウモロコシ

の用途は、かつて飼料等向けが大半を占めて

いたが、同国のエネルギー政策の大転換に伴

い、現在では、飼料等用とエタノール向けが

同程度であり、これらが全体の７割超を占め、

約１〜２割が海外への輸出向けとなっている

他、残り約１割が工業用などとなるその他向

けとして大きな増減なく安定している。

図７　トウモロコシの用途別需要量の推移

資料：ＵＳＤＡ
　注：2016／17年度は2016年10月現在の予測値。
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また、先述した生産量全体の過半を占める

上位４州（アイオワ州、イリノイ州、ネブラ

スカ州、ミネソタ州）の消費は、各州の地理

的要因、畜産の状況、エタノール生産の状況

などの違いにより、表２の通り、それぞれの

特徴を有している。

表２　トウモロコシ生産量上位４州の消費の特徴

資料：聞き取りに基づき機構作成

州　名 2015/16年度生産量 消　費　の　特　徴

アイオワ州 約25億ブッシェル
（約6350万トン）

生産量の約９割を州内で消費しており、州内消費の大半は、生
産量が共に全米１位である養豚とエタノール生産に向けられて
いる。

イリノイ州 約20億ブッシェル
（約5080万トン）

西側の州境であるミシシッピ川、州内を流れるイリノイ川、南
部のオハイオ川といったニューオーリンズ港に通じる河川を活
用した輸出の割合が高く、州内消費は半数程度となっている。
なお、飼料利用は州内で盛んな養豚が大半を占める。

ネブラスカ州 約17億ブッシェル
（約4318万トン）

生産量の約８割が州内で消費され、生産量が全米２位のエタ
ノール向けと肥育牛頭数が全米１位の肉用牛生産向けに多く使
用されている。また、地理的な要因から最大の輸出先はメキシ
コである。

ミネソタ州 約14億ブッシェル
（約3556万トン）

州内消費は生産量の約７割であり、全米内でも上位の規模を有
するエタノール生産と養豚が主な仕向け先である。

（３）米国における飼料用トウモロコシ
の需要動向と今後の見通し

米国内の飼料等向けトウモロコシの需要量

については、図７の通り、2012 ／ 13年度

に干ばつによる価格高騰のため減少したもの

の、2013 ／ 14年度以降は、豊作が続き安

値で推移し、これに伴って畜産物生産が拡大
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したことから、おおむね増加傾向で推移して

いる。

2016年10月現在の食肉生産の状況を畜

種ごとに見ると、肉用牛生産については牛群

再構築が進展し、肉用牛飼養頭数が増加傾向

にある上、フィードロット飼養頭数も堅調に

推移し、７月以降肥育期間を長期化させる動

きも見られている。

養豚では、豚流行性下痢（ＰＥＤ）の沈静

化に伴って飼養頭数が増加し、６月１日時点

および９月１日時点の飼養頭数がいずれも過

去最高の飼養頭数を記録するなど高水準な生

産が継続しており、と畜頭数も全米の処理能

力の上限に迫る水準で推移している。

鶏肉生産については、2016年上半期に堅

調に推移していた生産量は、需給の緩和によ

る販売価格の下落により生産意欲が減退し、

７月以降は前年を下回る水準で推移している

ものの、通年では前年をわずかに上回ると見

込まれている。

こうした状況を受けて、ＵＳＤＡは2016

年と2017年の食肉生産量について、図８の

通り、各畜種とも増加傾向で推移すると見込

んでおり、2016 ／ 17年度の飼料等向けト

ウモロコシ需要量を56億5000万ブッシェ

ル（１億4351万トン）と、前年度を8.8%

上回ると見込んでいる。

資料：ＵＳＤＡ
　注：2016年と2017年は予測値。
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図８　食肉生産量の推移

（４）米国のエタノール向けトウモロコ
シの需要動向と今後の見通し

米国のバイオエタノール向けトウモロコシ

の需要量は、図９の通り、ここ15年で約５

倍に増加したものの、近年はトウモロコシ生

産が不作であった2012 ／ 13年度を除くと

おおむね横ばいから微増といったところであ

る。

この背景には、2005年にエネルギー法に

基づき設置され、2007年にエネルギー自立・

安全保障法（ＥＩＳＡ）により拡充された再

生可能燃料基準（ＲＦＳ２）プログラムの存

在がある。ＲＦＳ２では、バイオ燃料は従来

型エタノール（トウモロコシ由来）、先進的

バイオ燃料、セルロース系バイオ燃料、バイ

オディーゼルの４つに区分され、それぞれに

ついて一定量の再生可能燃料の使用がブレン
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ダーや石油販売業者に義務付けられている。

ＥＩＳＡにより2022年のバイオ燃料使用義

務量は360 億ガロン（１億3626万キロリ

ットル）とされており、従来型エタノールの

義務量は2015 年以降では150億ガロン

（5677万5000キロリットル）と設定され、

それを超える部分は先進的バイオ燃料を利用

するとされている。また、ＲＦＳ２を所管し

ている環境保護庁（ＥＰＡ）は実態を勘案し

て毎年基準を調整するといった権限を有して

いる。

近年の動きとしては、ＥＰＡは、2015年

11月に2014 〜 2016年に関する最終基準

を発表し、2016年５月に2017年以降の基

準を提案したが、軒並み2007年の基準を下

回る設定となっており、この背景にはセルロ

ース系バイオ燃料の研究・商用化の遅れやガ

ソリンに10％のエタノールを混合したＥ10

市場が飽和状態（いわゆる「ブレンドの壁」）

に達していることがある。

エタノール需要を増やしたいエタノール産

業団体からの要請に基づき、同国政府は

2011年に、2001年以降生産された乗用車

などへのＥ15（15％エタノール混合）の利

用を認めたものの、これ以上の石油需要の侵

食を望まない石油関連団体からの強い反発が

あるほか供給側に必要なインフラ整備が進ま

ないこと、誤給油の可能性などの問題から同

国内のＥ15の普及は依然として鈍いままで

ある。

このような近年のエタノールの生産と需要

の下、ＵＳＤＡは2016 ／ 17年度のエタノ

ール向けのトウモロコシ需要を、前年度比

1.3％増の52億7500万ブッシェル（１億

3398万5000トン）と見込んでいる。

図９　エタノール需給の推移

資料：ＵＳＤＡ
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（５）米国のトウモロコシ輸出動向

米国産トウモロコシの国別輸出量の推移に

ついては、図10の通り、概ね生産量全体の

約１〜２割に相当する約5000万トンが毎年

輸出されている。日本は長年、米国産トウモ

ロコシの輸出先国の第１位であったが、国内

の畜産生産がやや縮小傾向にある中、輸入先

のリスク分散に伴い米国からの輸入量が漸減

しており、2015 ／ 16年度はとうとうメキ
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図10　トウモロコシの主要輸出先国別輸出量の推移

資料：ＵＳＤＡ
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コラム２　�ポートエレベーターにおけるバージ（艀
はしけ

）からのトウモロコシの受け入れと�
大型船への積み込み（全農グレイン（株）を例に）

　コーンベルトで主に生産されたトウモロコシの約１～２割が輸出されているが、その経路は①

ミシシッピ川を経由するニューオーリンズ港からの輸出、②主として鉄道を経由する西海岸の港

からの輸出、③五大湖からの輸出、④大西洋岸からの輸出、⑤メキシコへの陸路での輸出に大別

され、日本への輸出経路はほとんどが①と②によるものであり、中でもガルフと呼ばれる①が主

要な経路である。

　今回、ルイジアナ州ニューオーリンズ港にある全農グレイン（株）が保有する穀物エレベーター

（ポートエレベーター）を訪れる機会を得たことから、穀物を大型船に積み込むまでの流れなど

を以下に紹介する。

　ニューオーリンズ港のミシシッピ川河口から164マイルの上流にある同社の所有するエレベー

ターは、1982年に稼働を始め、同港にある10基のエレベーターの中で最も新しく、他のエレベー

ターの多くは50～60年前に建設されたものである。年間輸出量は約1300万トンであり、ト

ウモロコシと大豆で85％超を占め、その他には大豆かすやＤＤＧＳなども一部取り扱っている。

２交代制で24時間、週７日でフル稼働しており、取扱量が減る夏場には毎年通算４週間程度の

メンテナンスを実施している。ただし、今年は南米の不作の影響もあって、「今年の夏は例年に

なく忙しかった」とは担当者のコメントである。

　同エレベーターの穀物の受け入れ方法は、①ミシシッピ川上流からのバージ②鉄道貨車③ト

ラックと３種類あるが、受け入れの95％は①のバージによるものであり、②および③はミシシッ

ピ川に異常が生じた際などの保険的位置付けとのことである。

　バージから保管庫への搬入能力は１時間当たり2500トン、保管庫の保管能力は10万トン、パ

ナマックス船（約６万トン級の大型船）などの大型バルク船への積み込み能力は１時間当たり

シコに１位の座を明け渡す見込みである。



畜 産 の 情 報 　 2016. 1288

3500トンであり、計算上も実際上もパナマックス船への積み込みは１日以内（20時間程度）で

完了している。年間輸出量が約1300万トンであることから、保管庫が年間約130回転している

計算になり、保管庫内に平均して３日程度しか滞留しない高い回転率が、同施設が単独のエレベー

ターとしては米国内で一番の取扱量を誇っているゆえんである。なお、同港を出発した船はパナ

マ運河を経由して約35日で日本に到着する。

コラム２写真１　 保管庫と敷地内を張り巡っ
ているエレベーター。

コラム２写真２　 大型船への積み込み作業の
様子。10万トン級のポスト
パナマックス船への積み込
みも対応可能。

コラム２写真３　 大型船へ搬入するノズルの
先端。

コラム２写真４　 搬入待ちのバージ。対岸に
は搬入済の空のバージなど
も見られる。



畜 産 の 情 報 　 2016. 12 89

コラム２写真５　 バージの搬入場所への進入
口。

コラム２写真６　 バージからの積荷上げの様
子。

コラム２写真７　 敷地内のコントロールルー
ム。搬入・積み込み・保管
庫の動きをわずか３人体制
でコンピューター管理。

コラム２写真８　 管理棟内に米国農務省連邦
穀物検査局（ＵＳＤＡ／Ｆ
ＧＩＳ）の検査室を設置。
検査料は１ロット当たりで
支払う仕組み。

コラム２写真９　 ＵＳＤＡ／ ＦＧＩＳ検査室
内の様子。検査に必要な器
具などが設置。１ロット当
たり約50キログラムのサン
プルを採取。

コラム２写真10　 搬入ライン上から抽出され
たサンプルが管理棟内検査
室へ送られるライン。
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（6）価格の推移と今後の見通し

米国のみならず世界中でトウモロコシ売買

価格の指標となっているシカゴ・マーカンタ

イル取引所（ＣＭＥ）における先物価格（期

近価格：月平均）の推移は図11の通りである。

同価格は、世界各国のトウモロコシの作況や

各国の輸入禁止措置などによる需給の変化だ

けでなく、投資家の動向によっても左右され

得るが、過去の推移を見ると、米国のトウモ

ロコシの期末在庫率（期末在庫／総消費量）

が10％を下回ると急騰することが多く、こ

の在庫率10％のラインがある程度相場に心

理的な影響を及ぼす水準になっていると考え

られる。

また、図11において、再生可能燃料の使

用義務量が引き上げられた2007年ごろを境

に価格のベースラインが約２米ドルから約

3.5米ドルへと1.5米ドル程度上昇している

ことが見て取れ、同国のエタノール政策が一

因となったことは明白である。

現在の価格（１ブッシェル当たり3.54米

ドル：１キログラム当たり14.7円（10月30

日期近価格終値））水準については、数年前

の穀物バブル期にコストが上昇したことか

ら、損益分岐点を下回っているといった声も

生産者から聞こえており、同国生産者にとっ

ては望ましいとは言えないようである。一方、

今後の価格の見通しについて、ＵＳＤＡは飼

料向けや輸出向けの増加を踏まえても、この

記録的な生産量を受けて下落すると予測して

おり、表３の通り、今年度の予想価格レンジ

は１ブッシェル当たり2.95 〜 3.55米ドル

（１キログラム当たり12.3 〜 14.8円）とし

ている。

図11　トウモロコシ価格（シカゴ先物）と期末在庫率の推移

出典：ＣＭＥ、ＵＳＤＡの公表データを基に機構作成
注１：シカゴ先物取引価格は期近価格の月平均価格。
　２：期末在庫率は毎年８月末時点。
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区　分 −単位− 2014/15年度
2015/16年度 2016/17年度

（推測値） （9月予測）（10月予測） 前年度比
（増減率）

作付面積 （百万エーカー） 90.6 88.0 94.1 94.5 7.4%
収穫面積 （百万エーカー） 83.1 80.7 86.6 86.8 7.6%
単収 （ブッシェル/エーカー） 171.0 168.4 174.4 173.4 3.0%
生産量 （百万ブッシェル） 14,216 13,601 15,093 15,057 10.7%
輸入量 （百万ブッシェル） 32 67 50 50 ▲25.4%
期首在庫 （百万ブッシェル） 1,232 1,731 1,716 1,738 0.4%
総供給量 （百万ブッシェル） 15,479 15,400 16,859 16,845 9.4%
消費量 （百万ブッシェル） 11,881 11,764 12,300 12,300 4.6%

飼料等向け （百万ブッシェル） 5,314 5,192 5,650 5,650 8.8%
食品・種子・その他工業向け（百万ブッシェル） 6,567 6,573 6,650 6,650 1.2%

エタノール向け （百万ブッシェル） 5,200 5,206 5,275 5,275 1.3%
輸出量 （百万ブッシェル） 1,867 1,915 2,175 2,225 16.2%
総消費量 （百万ブッシェル） 13,748 13,682 14,475 14,525 6.2%
期末在庫 （百万ブッシェル） 1,731 1,716 2,384 2,320 35.2%
期末在庫率 （％） 12.6 12.5 16.5 16.0 25.6%
生産者平均販売価格 （米ドル/ブッシェル） 3.70 3.61 2.90-3.50 2.95-3.55 ▲1.7 ～▲18.3%

表３　トウモロコシ需給見通し

資料：ＵＳＤＡ／ＷＡＯＢ（2016年10月公表）
　注：年度は９月～翌８月。

４　米国産トウモロコシの対日輸出

（１）日本の輸入動向

日本は、ソルガムや大麦などの飼料用穀物

も輸入しているものの、図12の通り、畜産

において広く使用されている配合飼料の原料

の約半数がトウモロコシで構成されている。

そして、このトウモロコシの供給については

ほぼ全量を海外からの輸入に依存しており、

特に最大の輸入相手国である米国のトウモロ

コシ生産は日本の畜産業と直接的に、かつ強

く関連しているといえる。

資料：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」
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図12　日本における配合飼料原料使用量比率（平成27年度）
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日本の主要国別トウモロコシ輸入量の推移

は、図13の通りであり、米国が深刻な干ば

つに見舞われた2012年度以前はかなりの割

合（2000年 〜 2011年 の 平 均 シ ェ ア は

93.9％）を米国に依存していた。しかし、

この年を境に輸入量に占める米国の割合は以

前よりも低下し（2012年〜 2015年の平均

シェアは58.9％）、価格面の優位性などを理

由にブラジルからの輸入量が増加しているも

のの、調達先の多様化と同国のロジスティク

ス面の不安や政治リスクなどを考慮すると、

今後も安定的に供給できる米国は、引き続き

日本の主要な輸入国であり続けることは確か

であると思われる。

図13　日本の主要国別トウモロコシ輸入量の推移

資料：財務省「貿易統計」
　注：ＨＳコード100590010および100590095の合計。
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（２）日本の輸入価格に影響を与える要
因の動向

日本が輸入するトウモロコシ価格に影響を

与える主な要因は、米国のトウモロコシ価格

の他には、海上運賃と米ドル円の為替相場で

あろう。

米国から日本へ輸入されるトウモロコシの

主要なルートであるメキシコ湾岸（ガルフ）

から日本までの穀物１トン当たりの運賃は図

14の通り、2007年から2008年ごろには原

油高、船不足から一時120米ドル（１万

2720円）を超える水準にまで高騰していた

ものの、2008年9月のいわゆるリーマンシ

ョ ッ ク を 境 に 急 落 し た。 こ の2007年 〜

2008年の高価格水準の際に船会社が貨物船

を増加させたことや世界的な景気低迷といっ

た理由から、近年、慢性的な「船余り」の状

況にあり、30米ドル（3180円）という比

較的低い価格水準で推移している。なお、今

後の見通しについては、関係者からの聞き取

りによると、今後数年間は多少の価格の上下

こそあれ、引き続き安値水準で推移するので

はないかとのコメントが多い。

一方で、2016年8月末に、韓国の海運最

大手で世界第７位の規模を有する韓進海運が

法定管理（日本の会社更生法に相当）を申請

したというニュースがあったものの、関係者

からの聞き取りによると、海上運賃は、短期

的には上昇するかもしれないが、中長期的に

は大勢に影響なく落ち着きを取り戻すだろう

とのことである。例え１社の大手海運会社が

破綻したとはいえ、世界中に存在している貨

物船の数が減るわけではなく、船余りの状況

が根本的に改善され、海上輸送の需給が実質

的に締まらない限り、大幅な運賃上昇は生じ

ないだろうとの見方が大勢を占めている。

また、ガルフから日本への海上輸送に関連



畜 産 の 情 報 　 2016. 12 93

する最近の動きとしては、2016年６月末に

運用が開始された「新パナマ運河」の開通が

ある。これにより、従来のパナマ運河を通過

できるのは「パナマックス船（積載量約６万

トン）」までであったが、より大きな「ポス

トパナマックス船（同約10万トン）」が通過

できるようになり、一度に運搬できる量が増

え輸送コスト減が期待できるというものだ

が、現時点では影響は軽微と関係者はコメン

トしている。というのも、新ルートの通行料

が既存ルートに比べて割高なことから、現時

点の活用はコンテナ船などの一部にとどまっ

ており、穀物バルク船については、仮に大型

船を手当てできたとしても、日本側港湾の受

け入れ態勢や飼料会社の保管庫容量の関係な

どから、直ちにポストパナマックス船へ移行

するというような状況にはなく、近年の海上

運賃の安値水準からも、当面の間は現状の輸

送体制が継続すると考えられている。

さらに、米ドルと円の為替相場であるが、

米国における大きなイベントとしては、新大

統領の就任や近日中にも実施されると噂の利

上げ観測があるものの、専門家による向こう

１年間の予想レンジは概ね１米ドル95円〜

105円といったところであり、大幅な変動

にはなりにくいとの見通しがある。しかしな

がら、為替ばかりは正直なところ水物であり、

両国政府の金融政策や突発的な事象によって

も大きく動き得る余地があることから、残念

ながら正確な見通しは困難である。

図14　海上運賃の推移（ガルフ～日本）

資料：ＵＳＤＡ
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５　おわりに

2016/17年度の米国におけるトウモロコ

シ生産は過去最高となる見通しであり、日本

の輸入価格に影響するその他の諸要因におい

ても大きな変動要因は現時点では確認できな

い。価格は、米国のトウモロコシ生産者にと

っては必ずしも喜ばしくない低水準での推移

が見込まれているが、一方で日本の畜産農家

から見れば、配合飼料価格の安値の継続が期

待される。

米国におけるトウモロコシ生産では、豊作

といえるシーズンがこれで2013/14年度か

ら４期続くことになるが、トウモロコシ供給

を全面的に輸入に頼っている日本からすれ

ば、2012年に同国を襲った深刻な干ばつが

いつ再び発生するのかといった心配が尽きる

ことはない。

畜産業も含めた農家の経営は生産物の販売

価格やコストに左右され、良い時期もあれば
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悪い時期もあるのが実情である。米国のトウ

モロコシ生産農家も2007年以降の「穀物バ

ブル」とも呼べる穀物価格の高騰時にさまざ

まな投資を行い、最新の技術などを取り入れ

た結果、近年の単収増に伴う大きな生産高が

達成できているといっても過言ではない。

日本の畜産農家においても、将来の苦しい

時期でも乗り越えられるよう、このような比

較的飼料価格が落ち着き、経営が安定してい

る時期にこそ、将来的な経営ビジョンをしっ

かりと見据え、先進的な技術の導入、規模拡

大、インフラ整備といった将来への積極的な

投資などにより力を蓄えることが望まれる。

（井川　真一（JETROニューヨーク）、

野田　圭介）


